
Title 
東欧における体制転換の 20 年を振り返る : チェコ共和国を事例として

（共同研究報告 : グローバリゼーション研究） 

Author(s) 小野澤, 信一 

Citation 聖学院大学総合研究所 Newsletter, Vol.19-2 : 19-20 

URL 
http://serve.seigakuin-univ.ac.jp/reps/modules/xoonips/detail.php?item_i

d=2301 

Rights  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

聖学院学術情報発信システム ： SERVE 

SEigakuin Repository for academic archiVE 



第 2 回グローバリゼーション研究会

うち 25 人の学生と 5 人のアドバイザー、そして
1 人のカウンセラーに、直接または電話でインタ
ビューをした。
　その結果、日本人留学生が抱える問題の上位
は、「言葉の壁」「カルチャーショック」「勉強方
法がわからない」「社会的な地位やサポートを失
ったと感じる」「勉強が難しい」「不安やストレ
ス、寂しさ」「自己主張・積極性の不足」などで
あった。この結果を踏まえ、出発前に、これらの
問題に対処できるような事前教育および到着後の
ケアを行う必要性が指摘された。
　聖学院大学でも留学生を送り出しており、この
研究が今後の留学生へのケアの参考になることが
期待される。

（文責：斎藤薫　聖学院大学大学院アメリカ・ヨ
ーロッパ文化学研究科  博士後期課程）

（2009 年 5 月 11 日、聖学院本部新館）

【グローバリゼーション研究】

東欧における体制転換の 20年を振り返る
̶チェコ共和国を事例として̶

　2009 年 6 月 5 日、聖学院本部新館 2 階におい
て、本年度第 2 回「グローバリゼーション研究」

研究会が 14 名の参加者の下に開催された。北海
道大学より林忠行教授をお迎えして上記のテーマ
についての発表が行われた。概要は以下の通りで
ある。
　林教授によると、1989 年からの体制変動によ
る東欧諸国の共産党支配体制崩壊から 20 年がた
った現在において、チェコ共和国の政治を事例と
して他の東中欧諸国と比較しながら過去 20 年間
の体制転換を振り返り、整理することが本研究の
目的である。
　はじめに、東欧諸国の政治制度に関して、大統
領制、議会民主制、選挙制度などの確認、そして
その現在と過去の違いを振り返った。
　次に、東中欧諸国（ハンガリー、ポーランド、
チェコ、スロヴァキア）における政党システムの
比較を行い、ハンガリーとその他 3 国の政党シス
テムの違いを以下のように指摘した。ハンガリー
では 1990 年の最初の自由選挙から並立制が採ら
れ、議会では二大政党の傾向が強いが、比例部分
もあるのでそれ以外の政党も一定の議席は確保し
ている。これに対し他の 3 国は、体制変動の過程
でできた連合組織が分裂し、小党分立傾向が強ま
り、その後 4 ～ 7 政党の穏健な多党制に落ち着
いた。しかし、スロヴァキアを除いた 2 国では一
定の範囲内で二大政党化傾向が見られる。
　さらに、チェコの政党システムを、現在の議会
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に議席を持つに至った 5 政党を歴史の文脈から細
かく分析した結果、チェコの政党システムは極め
て安定しているが、その結果として連立政治は不
安定なものになるという結果が出た。
　質疑応答では、チェコに関する多くの質問が
挙がった。いくつかを挙げると、チェコ語の構造

（スロヴァキア語との違い）、チェコでの新自由主
義の特徴、ユーゴ内戦と社会主義時代との関係を
どう捉えるのか、チェコの軍事品がアジアに流れ
たのかなどバラエティーに富んだ質問に対する討
論が行われた。

（文責：小野澤信一　聖学院大学大学院アメリカ・
ヨーロッパ文化学研究科  博士後期課程）

（2009 年 6 月 5 日、聖学院本部新館 2 階）

【都市経営研究】

都市政策・都市計画の新動向
̶人口減少・環境制約時代をむかえて̶

　2009 年 6 月 17 日、新都心ビジネス交流プラザ
F4 聖学院教室にて、第 1 回都市経営研究会が開
催された。講師に三菱総合研究所主席研究員であ
る川村雅人氏をお迎えし、上記テーマのもとこれ
からの都市計画、地域政策のあり方について概論

的な報告をいただいた。以下に概要を記す。
　今日、都市政策に関わる重要な社会問題の一つ
に人口減少と少子高齢が同時に進んでいるという
ことが指摘される。わが国の人口は 2006 年をピ
ークに減少に転じ、少子高齢化はこれから加速度
的に進んでいく。世代構成のバランスが変わり負
担と受益、扶養等の再考を迫られる（社会保障と
国民負担）とともに社会経済にさまざまな制約が
生じることになる。
　とりわけ都市・地域の問題としては、土地需要
の減少による低未利用地の増大と都市の縮退、そ
れに伴う地域間・都市圏規模間での地域経済規
模の格差増大、財政制約による建設投資の削減に
より国土基盤の維持が困難になることが指摘され
る。川村氏は、都市政策・都市計画の新動向とそ
の社会的意味論について言及しながら、財政、雇
用、医療、環境、所得、都市等多様な観点から人
口減少化社会が抱える課題と戦略とを提示し、ま
た将来世代に引き継ぐ豊かで活力のある持続可能
な都市の可能態としての〈コンパクト・シティ〉、
その概念と課題について、中心市街地活性化、低
未利用地利用の先見事例を紹介しながら検討し
た。
　発表後は、コンパクト・シティの概念規定、公
益都市圏型のコンパクト・シティのあり方、都市
づくりと国・行政との関係について活発な議論が
交わされ盛会のうちに終了した。

（文責：中村準一　聖学院大学大学院アメリカ・
ヨーロッパ文化学研究科  博士後期課程）　

（2009 年 6 月 17 日、新都心ビジネス交流プラザ
4 階聖学院教室）

第 1 回都市経営研究会
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